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開催日：2018年 6月 29日（金）16：40～ 18：30
会　場：立教大学　池袋キャンパス　12号館第 2・3共同研究室
報　告：“Brexit: Economic and Political Impact on Britain and Beyond”
報告者：クラウス・ニールセン（ロンドン大学バークベック校経営学科教授）
概　要： Brexit is a unique event. Never before has a country voluntarily left an integrated 
economic and political cooperation and the European Union is the most integrated 
transnational cooperation in history. On the other hand, Brexit is part of a trend 
including Trump and the emergence of right wing populism in Central and Eastern 
Europe. It is difficult to enter the European Union, but the last two years have shown 
that it is far more difficult to leave the Union with a multitude of unforeseen 
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complications. Economically, Brexit is a remarkable act of self-harm with negative 
effects beyond Britain as well. Further, Brexit has had major impacts on British 
politics, both in the short run and with respect to trust in institutions and the broader 
political culture. First, the presentation outlines the history of Britain’s relationship to 
the European Union. Then, we discuss the current struggle between proponents of a 
hard versus a soft Brexit. Next, more detail is provided regarding the economic effects 
of Brexit. Finally, some of the political impacts will be discussed.
■第 2回　研究会















開催日：2018年 7月 23日（月）16：30～ 18：30
会　場：立教大学　池袋キャンパス　12号館第 2・3共同研究室









































































































開催日：2018年 12月 26日（水）14：00～ 18：00
会　場：立教大学　池袋キャンパス　12号館共同研究室
第 1報告：「日本のソフトウェア企業の海外進出」
報告者：高橋　信弘（大阪市立大学商学部教授）
コメンテーター：櫻井　公人（本学経済学部教授）
第 2報告：「ケインズ経済学の失敗―国際経済学の新たな構築に向けて―」
報告者：板木　雅彦（立命館大学経済学部教授）
コメンテーター：塩沢　由典（大阪市立大学名誉教授）
概　要： 第一報告では、近年における日本のソフトウェア産業の海外進出の実態とその過
程で露わになっている諸問題が検討された。具体的に、国内市場の収縮を見込ん
で日本の IT産業の海外進出が増加し、海外売上比率を高めているが、これらの
海外進出が必ずしも成功しているとは言えない、という実態を明らかにした。と
りわけ英語力の不足（進出国での円滑かつ適切な経営活動が困難）、外資として
のハンディ、人材確保の難しさ、および技術流出リスクの拡大などにより、海外
において成功を収めることはかなり難しい状況にあることが指摘され、国内にお
ける IoTや AI人材の育成や日本的ビジネスモデルの改革の必要性が主張された。
　この報告に対する櫻井公人（本学経済学部）のコメント「IoTと世界経済のゆ
くえ」では、国際政治経済学の視点から、今日における IoTの進展がもたらす産
業構造の変革と世界経済の変容に伴う情報技術のフラットフォームをめぐる争い
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の歴史的位相について検討された。
　第二報告では、ケインズ経済学における礎石的、かつ理論的展開の出発点となっ
ている消費（貯蓄）性向の概念は、修正ケインズ・フォン・ノイマン型物流体系
モデルで、中間材投入を組み込み、設備投資量を外生的に与えることで、消費性
向や貯蓄性向の存在を抜きにしても、生産規模や雇用、消費率と成長率がすべて
技術的な投入産出係数と設備投資量の構成比によって決定されることが示され、
このモデルは国際貿易論にも応用可能であることが主張された。
　この報告に対する塩沢由典（大阪市立大学・名誉教授）のコメント「現在にお
いてケインズ批判／ケインズ経済学批判とはなにか」では、経済学批判たるもの
とは何か、そしてどうあるべきかについて指摘し、ケインズ経済学に対する批判
としては、有効需要の形成と変動のミクロ的側面、すなわち企業の投資、生産決
定の原理に対する分析、および生産技術の変化がもたらす影響の検討、などが必
要であると指摘された。
 担当：厳成男（本学経済学部教授）
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